
6211 社会福祉法人　永楽会

計算書類に対する注記　（法人全体）
別紙1

1.継続事業の前提に関する注記
該当事項はない

2.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法　　

　　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）　定額法

　　②無形固定資産（リース資産を除く）　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（3）引当金の計上基準

　　徴収不能引当金

　　　該当なし

　　賞与引当金

　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　退職給付引当金

　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職共済制

　　　度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

（4）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①商品・製品（夢の風拠点区分）

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した場合

　　には時価評価額による評価）

　　②仕掛品（夢の風拠点区分）

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した場合

　　には時価評価額による評価）

　　③原材料（夢の風拠点区分）

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した場合

　　には時価評価額による評価）

　　④貯蔵品（夢の風拠点区分）

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した場合

　　には時価評価額による評価）

　　⑤給食用材料

　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した場合

　　には時価評価額による評価）

　　なお、販売目的で所有する棚卸資産のみ棚卸を行っている。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

3.重要な会計方針の変更
該当なし

4.法人で採用する退職給付制度
（1）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（2）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度
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5.法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（1） 法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

（2）事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)

（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、

　　第三号第三様式)

（4） 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、

　　第三号第三様式)

（5）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、　

　　第三号第三様式)

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　本部拠点（社会福祉事業）

「法人本部」

イ　七峰荘拠点（社会福祉事業）

「七峰荘介護老人福祉施設」

「大衡村デイサービスセンター通所介護」

ウ　ひだまりの丘拠点（社会福祉事業）

「ひだまりの丘通所介護」

エ　郷和荘拠点（社会福祉事業）

「郷和荘介護老人福祉施設」

「郷和荘老人短期入所」

「郷和荘障害短期入所」

「大郷町デイサービスセンター通所介護」

「永楽会おもいやりセンター居宅介護支援」

「大郷町いきがい健康づくり」

オ　あさいな拠点（社会福祉事業）

「あさいな施設入所支援」

「あさいな生活介護」

「あさいな障害短期入所」

「あさいな相談支援」

「あさいな障害児相談支援」

「いこいの家たんぽぽ生活介護」

「ホーム輝共同生活援助」

カ　百才館拠点（社会福祉事業）

「百才館地域密着型介護老人福祉施設」

「百才館老人短期入所」

「百才館老人障害短期入所」

「百才館障害基準該当生活介護」

「百才館通所介護」

「百才館居宅介護支援」

「百才館配食」

「なのはな高齢者認知症対応型共同生活介護」

「なのはな知的障害者共同生活援助」

　キ　第２百才館拠点（社会福祉事業）

「第２百才館地域密着型介護老人福祉施設」

「第２百才館老人短期入所」

ク　杜の風拠点（社会福祉事業）

「杜の風介護老人福祉施設」

「杜の風老人短期入所」

「杜の風障害短期入所」

「杜の風通所介護」

「杜の風居宅介護支援」

「そよかぜ認知症対応型共同生活介護」

ケ　みどりの風拠点（社会福祉事業）

「みどりの風軽費老人ホーム」

コ　虹の風拠点（社会福祉事業）



6211 社会福祉法人　永楽会
「虹の風生活介護」

「虹の風放課後等デイサービス」

サ　夢の風拠点（社会福祉事業）

「就労継続支援Ｂ型事業」

シ　おながわ拠点（社会福祉事業）

「おながわ介護老人福祉施設」

「おながわ老人短期入所」

「おながわ障害短期入所」

「おながわ障害基準該当生活介護」

「おながわ通所介護」

「ホームおながわ浜共同生活援助」

「のどか認知症対応型共同生活介護」

ス　百才館拠点（公益事業）

「大崎市志田地域包括支援センター介護予防支援」

「大崎市生きがいと健康づくり推進事業」

「大崎市高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業」

セ　杜の風公益事業拠点（公益事業）

「富谷市地域包括支援センター介護予防支援」

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

6.基本財産の増減の内容及び金額

土地 64,339,790 49,622,027 0 113,961,817

建物 2,254,986,160 3,674,000 128,078,728 2,130,581,432

　 合 計 　 2,319,325,950 53,296,027 128,078,728 2,244,543,249

7.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

8.担保に供している資産　

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

9.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 5,416,146,578 3,285,565,146 2,130,581,432

建物 486,446,497 232,023,098 254,423,399

構築物 138,210,075 122,237,559 15,972,516

機械装置 27,628,849 25,473,286 2,155,563

車輌運搬具 99,933,406 85,131,887 14,801,519

器具及び備品 344,798,915 293,332,882 51,466,033

有形リース 6,480,000 4,336,000 2,144,000

建設仮勘定 2,970,000 0 2,970,000

　 合 計 　 6,522,614,320 4,048,099,858 2,474,514,462
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該当なし

10.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

11.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12.関連当事者との取引の内容

13.重要な偶発債務
該当なし

14.重要な後発事象
該当なし

15.合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
・リース取引関係

（１）ファイナンス・リース取引

①所有権移転ファイナンス・リース取引

　該当なし

②所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

　その他固定資産

・（おながわ拠点）トヨタ　ハイエース　ＦＲ　ＤＸ　Ｂタイプ（車いす移動車）である。

・（おながわ拠点）トヨタ　ハイエース　ウエルキャブ　4ドア（車いす移動車）である。

（２）オペレーティング・リース取引

該当なし
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本部

財務諸表に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（３）引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

（４）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省略し

　　　ている。

（５）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分
（１) 本部拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。
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当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

５．基本財産の増減の内容及び金額

土地 57,202,760 0 0 57,202,760

建物 16,283,722 0 993,293 15,290,429

　 合 計 　 73,486,482 0 993,293 72,493,189

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩
該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 21,332,959 6,042,530 15,290,429

構築物 1,660,573 676,806 983,767

車輌運搬具 1,524,890 1,524,889 1

器具及び備品 6,868,417 5,182,781 1,685,636

　 合 計 　 31,386,839 13,427,006 17,959,833

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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七峰荘

計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものに

　　　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省略

　　　している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) 七峰荘拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3⑩)

ア　七峰荘介護老人福祉施設

イ　七峰荘老人短期入所

ウ　大衡村デイサービスセンター通所介護

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3⑪)

ア　七峰荘介護老人福祉施設

イ　七峰荘老人短期入所

ウ　大衡村デイサービスセンター通所介護
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当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

建物 326,086,823 0 14,326,818 311,760,005

　 合 計 　 326,086,823 0 14,326,818 311,760,005

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 633,722,695 321,962,690 311,760,005

建物 332,549,016 142,625,177 189,923,839

構築物 33,129,059 22,043,751 11,085,308

機械装置 8,989,000 8,988,996 4

車輌運搬具 12,585,460 12,585,454 6

器具及び備品 54,865,876 50,453,213 4,412,663

　 合 計 　 1,075,841,106 558,659,281 517,181,825

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１.重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものに

　　　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省略

　　　している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) ひだまりの丘拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3⑩)

　　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3⑪)

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。
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該当なし

5.基本財産の増減の内容及び金額

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 249,900 0 249,900

車輌運搬具 4,860,586 4,738,960 121,626

器具及び備品 1,853,600 601,096 1,252,504

　 合 計 　 6,964,086 5,340,056 1,624,030

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１.重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし



6203 社会福祉法人　永楽会
郷和荘

計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　　している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) 郷和荘拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))

　　ア　郷和荘介護老人福祉施設

　　イ　郷和荘老人短期入所

　　ウ　大郷町デイサービスセンター通所介護

　　エ　永楽会おもいやりセンター居宅介護支援

　　オ　郷和荘障害短期入所

　　カ　大郷町いきがい健康づくり

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))
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　　ア　郷和荘介護老人福祉施設

　　イ　郷和荘老人短期入所

　　ウ　大郷町デイサービスセンター通所介護

　　エ　永楽会おもいやりセンター居宅介護支援

　　オ　郷和荘障害短期入所

　　カ　大郷町いきがい健康づくり

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

５．基本財産の増減の内容及び金額

建物 255,916,930 3,674,000 21,809,046 237,781,884

　 合 計 　 255,916,930 3,674,000 21,809,046 237,781,884

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩
該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

基本財産建物 790,270,143 552,488,259 237,781,884

普通財産建物 10,387,400 4,799,495 5,587,905

構築物 25,224,822 24,883,531 341,291

機械装置 10,552,600 9,372,155 1,180,445

車輌運搬具 11,192,171 10,920,562 271,609

器具及び備品 74,977,619 62,384,656 12,592,963

　 合 計 　 922,604,755 664,848,658 257,756,097

該当なし

９.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
令和8年１月31日　特別養護老人ホーム郷和荘　指定障害福祉サービス（短期入所）　廃止
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計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) あさいな拠点計算書類 (会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))

　　ア　あさいな施設入所支援

　　イ　あさいな生活介護

　　ウ　あさいな障害短期入所

　　エ　あさいな相談支援

　　オ　あさいな障害児相談支援

　　カ　いこいの家たんぽぽ生活介護

　　キ　ホーム輝共同生活援助
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(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

　　ア　あさいな施設入所支援

　　イ　あさいな生活介護

　　ウ　あさいな障害短期入所

　　エ　あさいな相談支援

　　オ　あさいな障害児相談支援

　　カ　いこいの家たんぽぽ生活介護

　　キ　ホーム輝共同生活援助

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

５．基本財産の増減の内容及び金額

土地 7,137,030 49,622,027 0 56,759,057

建物 254,106,815 0 15,048,003 239,058,812

　 合 計 　 261,243,845 49,622,027 15,048,003 295,817,869

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩
該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 613,661,487 374,602,675 239,058,812

建物 69,214,982 55,699,230 13,515,752

構築物 23,803,481 20,851,328 2,952,153

機械装置 5,261,939 4,286,828 975,111

車輌運搬具 33,996,332 29,736,490 4,259,842

器具及び備品 47,185,871 33,932,928 13,252,943

　 合 計 　 793,124,092 519,109,479 274,014,613

該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし



6204 社会福祉法人　永楽会
虹の風

計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) 虹の風拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3（⑩）)

　　ア　虹の風生活介護

　　イ　虹の風放課後等デイサービス

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

　　ア　虹の風生活介護

　　イ　虹の風放課後等デイサービス
　
　



6204 社会福祉法人　永楽会
虹の風

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

５．基本財産の増減の内容及び金額

建物 72,549,142 0 3,017,913 69,531,229

　 合 計 　 72,549,142 0 3,017,913 69,531,229

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩
該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 135,092,500 65,561,271 69,531,229

建物 178,500 178,499 1

車輌運搬具 7,827,100 3,948,490 3,878,610

器具及び備品 6,676,236 5,313,219 1,363,017

　 合 計 　 149,774,336 75,001,479 74,772,857

該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及
び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし



6205 社会福祉法人　永楽会
百才館

計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会

　　　　退職共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) 百才館拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3)

　　ア　百才館地域密着型介護老人福祉施設

　　イ　百才館老人短期入所

　　ウ　百才館老人障害短期入所

　　エ　百才館障害基準該当生活介護

　　オ　百才館通所介護

　　カ　百才館居宅介護支援

　　キ　百才館配食



6205 社会福祉法人　永楽会
百才館

　　ク　なのはな高齢者認知症対応型共同生活介護

　　ケ　なのはな知的障害者共同生活援助

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙4)

　　ア　百才館地域密着型介護老人福祉施設

　　イ　百才館老人短期入所

　　ウ　百才館老人障害短期入所

　　エ　百才館障害基準該当生活介護

　　オ　百才館通所介護

　　カ　百才館居宅介護支援

　　キ　百才館配食

　　ク　なのはな高齢者認知症対応型共同生活介護

　　ケ　なのはな知的障害者共同生活援助

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

建物 261,685,928 0 18,202,375 243,483,553

　 合 計 　 261,685,928 0 18,202,375 243,483,553

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 788,312,084 544,828,531 243,483,553

建物 33,861,628 11,999,764 21,861,864

機械装置 538,650 538,649 1

車輌運搬具 7,188,110 6,243,762 944,348

器具及び備品 43,447,693 40,189,208 3,258,485

　 合 計 　 873,348,165 603,799,914 269,548,251

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.重要な後発事象
該当なし

　
　
　
　



6205 社会福祉法人　永楽会
百才館

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
令和7年1月31日　福祉施設百才館配食サービス廃止



6205 社会福祉法人　永楽会
第２百才館

計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会

　　　　退職共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
 （１)第２百才館拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3)

　　ア　第２百才館地域密着型介護老人福祉施設

　　イ　第２百才館老人短期入所

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙4)

　　ア　第２百才館地域密着型介護老人福祉施設

　　イ　第２百才館老人短期入所
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第２百才館

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

建物 95,683,442 0 3,973,371 91,710,071

　 合 計 　 95,683,442 0 3,973,371 91,710,071

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 193,095,000 101,384,929 91,710,071

構築物 9,450,000 9,449,999 1

器具及び備品 6,679,900 6,541,915 137,985

　 合 計 　 209,224,900 117,376,843 91,848,057

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし



6205 社会福祉法人　永楽会
百才館公益事業

計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会

　　　　退職共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１）百才館公益事業拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3)

　　ア　大崎市志田地域包括支援センター介護予防支援

　　イ　大崎市生きがいと健康づくり推進事業

　　ウ　大崎市高齢者世話付き住宅生活援助員派遣事業

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙4)

　　ア　大崎市志田地域包括支援センター介護予防支援

　　イ　大崎市生きがいと健康づくり推進事業

　　ウ　大崎市高齢者世話付き住宅生活援助員派遣事業
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該当なし

5.基本財産の増減の内容及び金額

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

車輌運搬具 1,090,640 0 1,090,640

器具及び備品 3,519,310 2,547,997 971,313

　 合 計 　 4,609,950 2,547,997 2,061,953

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
令和8年3月31日　大崎市高齢者の生きがいと健康づくり推進事業　受託（大崎市より）終了

令和8年3月31日　三本木町シルバーハウジング生活援助員派遣事業　受託（三本木町より）終了
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財務諸表に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
　　　（１）　　有価証券の評価基準及び評価方法　　　　　　該当なし

　　　（２）　　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　①有形固定資産（リース資産を除く）　　定額法　

　　　　　　　　　②無形固定資産（リース資産を除く）　　定額法

　　　　　　　　　③リース資産

　　　　　　　　　 ａ） 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　　　　　 ｂ） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産　

　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日

　　　　　　　　　　　　以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

　　　　　　　　　　　　によっている。

　　　（３）　 引当金の計上基準

　　　　　　　　　徴収不能引当金  該当なし

　　　　　　　　　賞与引当金　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰

　　　　　　　　　　　　　　　　　属する額を計上している。

　　　　　　　　　退職給付引当金　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城

　　　　　　　　　　　　　　　　　県民間社会福祉振興会退職共済制度掛金の法人負担分相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　を退職給付引当金に計上している。

　　　（４）　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　    ①商品・製品　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再調達原価）が簿価よりも下落した場合には時価評価に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よる評価）　　当年度該当なし　　　　　

　　　　　　　　　②仕掛品　　　  最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再調達原価）が簿価よりも下落した場合には時価評価に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よる評価）　　当年度該当なし

　　　　　　　　　③原材料　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再調達原価）が簿価よりも下落した場合には時価評価に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よる評価）　　当年度該当なし　　

　　　　　　　　　④貯蔵品　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再調達原価）が簿価よりも下落した場合には時価評価に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よる評価）

　　　　　　　　　⑤給食用材料　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照法価額は時価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再調達原価）が簿価よりも下落した場合には時価評価に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　よる評価）　　当年度該当なし

　　　　　　　

　　　　　　　　なお、販売目的で所有する棚卸資産のみ棚卸を行っている。

　　　　（５）　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　　　　　　消費税の会計処理は税込経理となっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更　　
該当なし

３．採用する退職給付制度
　　　（１）　一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度　　　　　　
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４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分
　　　当拠点区分において作成する計算書類等とサービス区分

　　　（１）　　夢の風拠点計算書類（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）　　　　　

　　　（２）　　拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3(⑩)）

　　　　　 　　 ア　就労継続支援B型事業

　　　（３）　　拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3(⑪)）

　　　 　　　 　ア　就労継続支援B型事業

該当なし

５．基本財産の増減の内容及び金額

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩
該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物 1,948,060 438,449 1,509,611

機械装置 590,100 590,099 1

車輌運搬具 5,972,366 5,972,361 5

器具及び備品 2,192,033 1,337,370 854,663

　 合 計 　 10,702,559 8,338,279 2,364,280

該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債券の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債額
及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) 杜の風拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3（⑩）)

　　ア　杜の風介護老人福祉施設

　　イ　杜の風老人短期入所

　　ウ　杜の風障害短期入所

　　エ　杜の風通所介護

　　オ　杜の風居宅介護支援

　　カ　そよかぜ認知症対応型共同生活介護

(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3（⑪）)
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　　ア　杜の風介護老人福祉施設

　　イ　杜の風老人短期入所

　　ウ　杜の風障害短期入所

　　エ　杜の風通所介護

　　オ　杜の風居宅介護支援

　　カ　そよかぜ認知症対応型共同生活介護

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

建物 307,664,365 0 16,871,288 290,793,077

　 合 計 　 307,664,365 0 16,871,288 290,793,077

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 837,283,270 546,490,193 290,793,077

建物 31,488,450 11,482,441 20,006,009

構築物 2,310,000 2,263,797 46,203

車輌運搬具 7,975,651 3,233,616 4,742,035

器具及び備品 47,591,590 43,230,176 4,361,414

　 合 計 　 926,648,961 606,700,223 319,948,738

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
令和8年１月31日　特別養護老人ホーム杜の風　指定障害福祉サービス（短期入所）　廃止



6206 社会福祉法人　永楽会
みどりの風軽費老人ホーム

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) みどりの風拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3（⑩）)

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。

 (３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3（⑪）)

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。
　
　
　
　
　



6206 社会福祉法人　永楽会
みどりの風軽費老人ホーム

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

建物 124,175,780 0 6,286,022 117,889,758

　 合 計 　 124,175,780 0 6,286,022 117,889,758

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 314,353,440 196,463,682 117,889,758

建物 3,494,150 2,148,509 1,345,641

構築物 2,611,386 2,358,850 252,536

機械装置 1,696,560 1,696,559 1

車輌運搬具 1,460,120 386,080 1,074,040

器具及び備品 5,918,726 5,657,688 261,038

　 合 計 　 329,534,382 208,711,368 120,823,014

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものにつ

　　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　場合には時価評価額による評価）

　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚卸を省

　　　略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) 杜の風公益事業拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3（⑩）)

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。

 (３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3（⑪）)

　　当該拠点区分は１拠点１サービス区分の為、作成を省略している。
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該当なし

5.基本財産の増減の内容及び金額

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

該当なし

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物 850,000 427,125 422,875

車輌運搬具 459,980 114,995 344,985

器具及び備品 683,420 503,999 179,421

　 合 計 　 1,993,400 1,046,119 947,281

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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計算書類に対する注記
別紙2

１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　②無形固定資産(リース資産を除く)　　　定額法

　　③リース資産

　　　ａ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　ｂ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成27年3月31日以前のものに

　　　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(３)引当金の計上基準

　　①徴収不能引当金

　　　　該当なし

　　②賞与引当金

　　　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金

　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会退職

　　　共済制度掛金の法人負担分相当額を退職給付引当金に計上している。

(４)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　①貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　②給食用材料

　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は時価（再調達原価）が簿価よりも下落した

　　　　場合には時価評価額による評価）

　　　　但し、毎会計年度一定量を購入し、経常的に消費するもので常時保有する数量が明らかに

　　　　１年間の消費量を下回るものについては、販売目的で所有する棚卸資産を除き、棚

　　　　卸を省略している。

(５)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税の会計処理は税込処理によっており、本則課税を選択している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
（１）独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

（２）一般社団法人宮城県民間社会福祉振興会が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分
（１) おながわ拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)

（２) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙3(⑩))

　　ア　おながわ介護老人福祉施設

　　イ　おながわ老人短期入所

　　ウ　おながわ通所介護

　　エ　おながわ障害短期入所

　　オ　おながわ障害基準該当生活介護

　　カ　ホームおながわ浜共同生活援助

　　キ　のどか認知症対応型共同生活介護
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(３) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙3(⑪))

　　ア　おながわ介護老人福祉施設

　　イ　おながわ老人短期入所

　　ウ　おながわ通所介護

　　エ　おながわ障害短期入所

　　オ　おながわ障害基準該当生活介護

　　カ　ホームおながわ浜共同生活援助

　　キ　のどか認知症対応型共同生活介護

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

５．基本財産の増減の内容及び金額

建物 543,851,126 0 27,550,603 516,300,523

　 合 計 　 543,851,126 0 27,550,603 516,300,523

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩
該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物（基本財産） 1,089,023,000 572,722,477 516,300,523

建物 2,224,411 2,224,409 2

構築物 40,020,754 39,709,497 311,257

車輌運搬具 3,800,000 3,799,998 2

器具及び備品 38,877,004 32,481,415 6,395,589

リース資産（有形） 6,480,000 4,336,000 2,144,000

　 合 計 　 1,180,425,169 655,273,796 525,151,373

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

９.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0
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満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

１１．重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
リース取引関係

(１)ファイナンス・リース取引

　　①所有権移転ファイナンス・リース取引

　　　　該当なし

　　②所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　リース資産の内容

　　　その他固定資産

　　　・（おながわ拠点）トヨタ　ハイエース　ＦＲ　ＤＸ　Ｂタイプ（車いす移動車）である。

　　　・（おながわ拠点）トヨタ　ハイエース　ウエルキャブ　4ドア（車いす移動車）である。

（２）オペレーティング・リース取引

　　該当なし

令和7年12月16日　　ホームおながわ浜（共同生活援助）　財産処分に係る補助金返還　事業終了


